
１. はじめに

原価企画とは, ｢製品の企画・開発にあたって, 顧客ニーズに適合する品質・価格・信頼性

・納期等の目標を設定し, 上流から下流までの全ての活動を対象としてそれらの目標の同時的

な達成を図る, 総合的利益管理活動｣ (日本会計研究学会, ����, ����) をいう｡ 顧客ニーズ
に適合する複数目標の設定・達成のためには, 設計部門のみならず, 営業, 生産技術, 購買な

どの複数部門間のインタラクションが必要とされると考えられる１)｡ しかし, 原価企画に関す

る既存研究において, 部門間インタラクションを促進する要因として, 組織構造, 組織文化に

関する議論はなされてきた (����岩淵, ����；谷, ����；加登, ����) ものの, 管理会計的
側面に関する議論は必ずしも十分なされてこなかったと考えられる｡ それゆえ, 本稿では, 原

価企画における部門間インタラクションを促進するための管理会計システムの設計という問題

について検討を行う｡ この問題について考えていくため, 本稿では, まず, 原価企画研究に範

囲を限定せずに, 部門間インタラクションを促進する管理会計システムについて扱った議論を

確認する｡ 次に, 原価企画研究においてはどのような議論がなされてきたかを確認し, その結

果, ｢インタラクティブ・ネットワークや責任共有形成 (������, ����) のための管理会計シ
ステム｣ という視点での分析が十分なされてこなかったことを指摘する｡ そのことを踏まえ,

企業へのヒアリング調査に基づき, インタラクティブ・ネットワークや責任共有形成のための

管理会計システムがどのように設計され, どのような効果をもたらしているかの分析を行う｡
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１) プロジェクトごとに設定した目標をブレークダウンしたものを各部門が達成し, また, 各部門が有

している情報をもとにプロジェクトの目標設定がなされるという点に着目すれば, 組織の上位と下位

との間の垂直的インタラクションが行われているともいえる｡ なお, サプライヤー関係については別

稿にて論じる｡



２. 既存研究

2.1 原価企画における部門間インタラクションの有用性

部門間インタラクションのための管理会計システム設計に関する議論をレビューする前に,

まず, 部門間インタラクションが原価企画にどのような効果をもたらすかについて確認してお

きたい｡ 部門間のインタラクションが行われることにより, 谷 (����) は, 以下の３つの効果
が得られると指摘している｡ 第一に, 原価低減と開発リードタイムの短縮という効果である｡

開発や詳細設計の段階における, 生産技術部門による量産段階での生産効率を考慮した提案や,

購買部門による部品点数の削減や部品共有化などのアイデアの提案は, 原価低減や, 図面書き

換えの減少による開発リードタイムの短縮につながる｡ 第二に, 営業の部隊が商品企画や開発

の段階で影響力をもつようになると, 顧客ニーズにあった製品開発を期待できるようになる｡

第三に, 異職種・異専門の管理者間のインタラクションは, 戦略の創発につながると述べられ

ている｡

但し, このような効果は, ｢開発段階の各フェイズに複数の職能が関与し, しかも後段階の

活動が前段階の活動終了以前から始まる｣ (日本会計研究学会, ����, ����) ラグビー方式な
いしサイマルテニアス・エンジニアリングと呼ばれる製品開発方式をとったからといって, 必

ずしも得られるわけではない｡ 岩淵 (����, �����) は, ｢単純に複数の担当部署での開発を
同時並行的に実施すればよいというものではない｡ セクショナリズムに陥っていれば, むしろ

情報のフローが非効率的となり, リレー型よりも状況が悪化することも十分に考えられる｣ と

指摘している｡ それでは, 効果的な部門間インタラクションを促進するために, 管理会計シス

テムはどのように設計すべきなのであろうか｡

2.2 部門間インタラクションを促進する管理会計システム

組織におけるインタラクションとしては, 上位者と下位者の間の垂直的インタラクションと

部門間などの水平的インタラクションが存在する｡

水平的インタラクションを促進する管理会計システムを論じた代表的な研究として, ����
(����) と������(����) があげられる｡ これらの研究に基づき, 部門間のインタラクショ
ンを促進するための管理会計上の仕組みにどのようなものがあるのかを確認していこう｡����(����) が事例として扱った中規模のコンピュータ企業においては, 予算等の計画に
より戦略の方向性は確立されているものの, 売上高など業務の詳細の予測が難しいため, 市場

や技術の状況が明らかになるのに伴い, 自発的に部門間でインタラクションを行う必要があっ

た｡ そして, 同社の責任構造の設計のあり方が, そのようなインタラクションを可能にしたと

述べられている｡ 通常, 企業の責任構造の設計は, 管理可能性原則に沿って, 製造ユニットは
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製造原価に責任を持ち, 開発ユニットは開発コスト, 販売地域は貢献利益 (すなわち, 収益マ

イナス管理可能販売費) に責任を持つという方法がとられると考えられる｡ それに対して同社

では, 製造工場はコスト・センターであるが, 開発ユニットは製品ごとの利益に責任を有し,

販売地域は領域ごとの利益に責任を有していた｡ それにより以下のような効果があったと述べ

られている｡ ｢この通常でない実務は相互依存の感覚を促進する｡ 利益を得るために, 販売は

販売しうる製品の設計・生産を必要とし, 開発ユニットは, 彼らの製品が生産され販売される

ことを必要とする｡ これは協力を促進する, というのも彼らの行動を一致させるのは, お互い

の部門の利益になるからである｡ 同様に, タスク遂行における効率性へのお互いのプレッシャ

ーを生む, というのも, ある職能の非効率は他の部門の利益を減らすからである｣ (���������, ������‒���)｡
販売地域・開発部門の財務業績の測定に当たっては, お互いの部門のコストが配賦された

(���������, ������‒���)｡ 具体的には, 各開発ユニットで発生したコストは, 開発した製
品の各販売地域における売上高に基づいて販売地域に配賦がなされ, 各販売地域で発生したコ

ストは, 要した見積販売時間に応じて各製品に配賦がなされた｡ このような相互配賦は, お互

いの対話の促進を意図したものであると財務担当役員は述べている｡������(����) は, 明日の戦略になりうる新しいアイデアの創造と共有のためには, ｢個人
が他者の情報を集めたり, 他者の意思決定に影響を与えたりする｣ (�����������, �����)
というインタラクティブ・ネットワークが必要であると述べている｡ ここでの情報の流れとし

ては, ボトムアップや横方向の流れが想定されている｡ そして, インタラクティブ・ネットワ

ークは, 会計コントロール・システムにより形成しうると述べている｡ そのような会計コント

ロール・システムとして, ｢起業家的ギャップの創造｣ ｢厳しい目標の設定｣ ｢間接費の配賦｣

｢振替価格政策の設計｣ があげられている｡

まず, ｢起業家的ギャップの創造｣ とは, コントロールの範囲 (�������������) よりもア
カウンタビリティの範囲 (��������������������) を大きく設定することをいう｡ コントロ
ールの範囲とは, ｢ある管理者が意思決定権限を与えられ, 業績について説明可能である資源

の範囲｣ (�����������, ����) をいい, アカウンタビリティの範囲とは, ｢管理者の遂行を
評価するために使われる業績尺度に影響するトレード・オフの範囲｣ (�����������, �����)
をいう｡ 前者より後者の範囲を大きく設定することにより, 従業員は自分の業績責任を達成す

るために, 権限範囲外へインタラクションを行ったり, 支援を求めるといった行動に動機付け

られることとなる｡ 販売地域・開発部門が利益責任を負っている����(����) の事例もこの
｢起業家的ギャップの創造｣ にあたるといえよう｡

次に, 厳しい目標の設定についてであるが, 目標設定に関する多くの既存研究において, 業

績目標の設定水準は, チャレンジングであるが達成可能なレベルにすべきであると論じられて

いるのに対し, ������(����, �����) は, ｢高業績企業で働く人々は, 上級管理者がしばし
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ば合理的でないように思えるほど厳しい目標を, 一方的かつトップ・ダウンで設定することを

知っている｣ と指摘し, そのような厳しい目標の正当な理由を次のように述べている｡ ｢厳し

い目標に直面するとき, 人々はしばしば驚くほど創造的な方法で反応する……彼らは, 目標達

成のために同僚のネットワークや様々な領域からのコンタクトに頼り, 影響スパンを広げる必

要がある｣ (�����������, �����)｡ 影響スパンとは, ｢個人がデータを集め, 新しい情報を
調べ, 他者の仕事に影響を与えようとする際投げる網の広さ｣ (�����������, �����) をい
う｡

そして, 間接費の配賦についてであるが, ｢間接費があるユニットから別のユニットにチャ

ージされるとき, 受け手側の管理者はそれらのコストの発生に責任のある管理者によってなさ

れる選択に注意を払う｣ (�����������, �����) とし, 本社の管理費を配賦される製造工場
の管理者の例をあげ, 本社の支出に対して意見を言う強いインセンティブがあると述べている｡

また, ����(����) の販売地域・開発部門で発生したコストの相互配賦の例も引用されてい
る｡

振替価格政策の設計については, ｢振替価格政策は, 組織単位間でコストや利益を移動させ

るので, 管理者達は自分の利益が守られるのを確実にするよう, 他のユニットにおける相手に

影響を与えようとするだろう｣ (�����������, �����) と述べている｡
このように, 会計コントロール・システム上の工夫により, 管理者が, 自らの業績責任を果

たすために他部門へのインタラクションを行うことを促進することが出来る｡

しかし, インタラクティブ・ネットワークにより他部門への働きかけが促進されたとしても,

他部門の人々が支援要請に応えたがらない場合には意味をなさない (�����������, �����)｡
それゆえ������(����) は, 他部門の人々による他者へのコミットメントを引き出すために,
｢共有目的に向かって仕事をしている他者を助けようと思う責務｣ (�����������, �����)
(｢責任共有｣ と名づけている) をもたせる必要があり, そのような責任共有を受け入れてもら

うためには, ｢目的の共有｣, ｢集団帰属意識｣, 他のメンバーを積極的に支援すれば, 将来その

ことが自分に返ってくると確信できるようなメンバー間の ｢信頼｣, 組織の成功に貢献した人

々の間で財産や報酬が公平に配分される ｢公平性｣ といった要因が重要であると述べている｡

管理会計システム上の工夫により, これらの要因を強めることができれば, 他者へのコミット

メントが得られることとなる｡

では, 原価企画を支援する管理会計システムには, 以上見てきたような工夫がなされている

のであろうか｡ 次節では, 原価企画に関する既存研究によって論じられてきた内容について確

認する｡

2.3 原価企画研究における部門間インタラクションを促進する管理会計システムの議論

原価企画は, 本稿の冒頭で述べたように, 総合的利益管理活動であることから, 原価企画に
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おける管理会計情報の主たるものは, 目標利益ないしそれを達成するための目標原価であると

いえよう｡ それでは, 目標利益や目標原価は, 部門間インタラクションを促進する形で与えら

れているのだろうか｡

清水 (����) は, 集団的知識創造における目標原価情報の機能について, ｢目標原価は, そ
れを対象とした創造的対話によって相手の知識をより早く吸収させるといういわば 『知識・情

報伝達の触媒機能』 を有しているといえよう｣ (清水, ����, ����) と述べている｡ すなわち,
目標原価情報は, 相手から発信された知識を理解する場面で役立つと指摘している｡ しかし,

発信された知識の理解の前段階として必要となってくる, 組織成員による知識の発信を動機付

けるために, どのように目標原価が機能を果たしているかについては論じられていない｡������(����) が責任共有の一要因として挙げていた ｢目的の共有｣ を目標原価情報が作

り出していることについては, 廣本 (����, ����) による ｢市場の要請を基礎にして, 必要

利益を得るために目標にしなければならない原価を計算し, それを用いて…活動をコントロー

ルする｣ という記述や, 近藤 (����, �����) による, ｢達成しなければならない目標コスト
…計算をすることによって, 従業員全員が一生懸命に知恵を出し, 提案し, 改善に取り組む体

制づくり, 影響システムが作り出されようとされている｣ という記述により既に指摘されてい

る｡ しかし, それ以外の責任共有の仕組みやインタラクティブ・ネットワークを形成する形で

のシステム設計をいかに行うかについての議論は, 既存研究において明確になされてこなかっ

たといえよう｡ それゆえ本稿では, そのような管理会計システムが, 部門間インタラクション

が重要となる原価企画においてどのように設計されているのかについて, 企業調査に基づき明

らかにしたいと考える｡

３. 研究方法論

3.1 調査対象の選定

本稿の問題意識に取り組むべく, トヨタ自動車株式会社 (以下, トヨタと略記する) をリサ

ーチ・サイトとして選択した｡ 選択の理由としては, トヨタは����年頃に原価企画を生み出し,
その後も経営環境や組織構造などの変化に適応すべく, 原価企画に関わるシステムを常に進化

させ続けている企業である (����トヨタ自動車, ����；諸藤, ����) という点である｡ 特に,����年に原価企画に関わる管理会計システムに関して大規模な変更を行っていることが既存研
究により明らかである (岡野, ����；挽, ����) こと, そして, ����年以前のシステムに関し
て, 既存のケース研究 (����田中, ����；門田, ����) が存在することから, ����年以前・
以後を比較して, ｢インタラクティブ・ネットワークや責任共有形成の仕組み｣ にどのような

変更がなされたか, そしてどのような効果が得られたかという経時的な分析も可能であると考

えた｡
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3.2 調査方法

本研究は, 原価企画に関わる管理会計システムの詳細とその効果に関する情報を入手する必

要があることから, ヒアリング調査を用いた｡ ４.の事例記述において, 出典が示されていな

い部分は, ヒアリング調査により得られた内容によるものである｡ 調査の詳細は以下の通りで

ある｡ ����年１月に原価改善部原価企画室の管理者２名より約１時間半のヒアリングを行い,
その後, 訪問による追加ヒアリングを３回 (����年２月, ８月, ����年７月, いずれも１時間
から１時間半), 電話による追加ヒアリングを３回, その他メールによるやり取りを��回行っ
た｡

４. トヨタの事例�.�で述べたように, トヨタでは, ����年に原価企画に関する管理会計システムの大幅な変
更を行った｡ それゆえ, ����年以前のシステムと����年以降の改善点に分けて, ������(����)
がインタラクティブ・ネットワークや責任共有を形成するシステムとしてあげている仕組みの

存在の有無とその効果について, 分析していく｡

4.1 1998年以前の原価企画に関する管理会計システム����年以前, トヨタでは, ｢差額方式｣ と呼ばれる原価企画活動が行われていた (����岡野,����)｡ 自動車における原価企画活動の目標は, 一義的には目標利益であるが, 実務的には,
販売価格から目標利益を差し引いて算出される ｢目標原価｣ と ｢見積原価｣ の差額を０にする

ことであり, ｢見積原価｣ を算出するにあたっては, ｢差額見積｣ という方式が取られていた

(田中, ����)｡ すなわち, ｢原価を見積もる場合に, 全ての費用を最初から積み上げないで,
現行モデルとの差額のみを集計する｣ (田中, ����, ����) という方法である｡ 具体的には,
｢����＝��＋��＋��＋…＋��ただし, ����＝新型モデルの見積原価, ��＝現行モデルの原価,��＝�番目の部品の設計変更による原価の増減｣ (田中, ����, ����の (�.�) 式, (�.��) 式
を一部修正) という形で見積もられた｡

この方式のもと, 原価企画に関わる各部門における業績責任はどのように設定されてきたの

だろうか｡ それは, 起業家的ギャップを創造するものになっていたのだろうか｡

まず, 営業部門については, 台あたりの利幅に販売台数をかけて算出される利益責任が課さ

れてきた｡ それにより, 営業部門から技術部門に対し, ｢この仕様はコストが高くなるからや

めてほしい｣ とか, ｢この仕様をつけると恐らく利幅が広がるので付けてほしい｣ といった仕

様設備に関する要望の形での情報の流れが促進されてきたという｡ なお, 各仕様を入れるか否

かについては, プロジェクト進行中も市場環境の変化などによって変更されることがあるため,
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営業による関与は全フェーズを通じて行われる｡ 営業部門の負うべき業績責任は, 管理可能性

原則に基づくならば, 収益責任或いは収益から管理可能販売費を差し引いた利益への責任とな

るが, それよりも広い範囲の業績の責任を持たせることにより, 業績達成のための部門間イン

タラクションが促進される効果があったと考えられる｡

設計部門と生産技術部門は, 原価企画目標たる必要原価低減額のうち, それぞれ ｢設計原価｣

と ｢���２)｣ という費目にそれぞれ責任を有してきた｡ 既存研究において, 台あたり目標原
価が機能別に割り当てられた後, 部品別に割り当てられるという説明がしばしばなされる (����日本会計研究学会, ����) が, トヨタにおいては, 台あたり目標原価がまず, ｢設計原価｣
と ｢���｣ に分類され, ｢設計原価｣ に関してのみ, 機能別に相当する ｢設計分野別｣, さ

らには ｢部品別｣ に配分がなされてきた３)｡

｢設計原価｣ とは, 部品自体にかかるコストをいう｡ その部品が内製か外注かに関わらず,

図面の書き方次第でいかに部品自体を安く作るかが決まることから, 設計部門が責任を有して

きた｡ その責任を果たすために, 他部門への情報収集が必要となる点を田中 (����, ����)
は以下のように述べている｡ ｢設計者は, こういう設計をした場合に, 材料取りはどうなり,

歩留りはどうなる, 加工方法, 加工時間はどうなるということを熟知している必要がある｡ 設

計技術者は, …日常的に生産部門と連携を取り, 現地現物主義で, そうした知識や情報を集収

(収集) するよう心がける必要がある｣ (括弧内筆者加筆)｡

｢���｣ とは, 部品を最終的に組み付けるコストをいい, 溶接, 塗装, 部品をはめ込んで
いく組み立てにかかるコストがここに含まれる｡ ｢���｣ にあたるコストは, 生産工程の設
計次第で大部分が決まってくると考えられることから, 生産技術部門が責任を有するのは, 管

理可能性原則にほぼ一致した設計システムといえる｡ しかし, ｢���｣ のなかには, 設計次
第で原価を下げられる部分も存在する｡ それゆえ, 若干の ｢起業家的ギャップの創造｣ がなさ

れているともいえよう｡ それにより, 例えば, ｢今の設計では, ３箇所溶接しないといけない

が, 何とかして２箇所にならないか, そうすればコストが下がりますよ｣ とか, ｢組み付ける

際に, 手を入れると作業性が低いので, ここの形状はこうじゃなくてこういう風にしてもらえ

ないか｣ といったように, 生産技術部門から設計部門に対し, 生産効率を考慮した提案が促進

されたといえる｡

調達 (購買) 部門は, 部品別に展開された目標を仕入先に提示し, 発注先を決定する責任が

ある｡ それゆえ, 外製部品の設計者が ｢図面をこう書いたらこれだけ安くなる｣ と主張しても,

調達部門は実際そうなるのかを確認し, 不適切な見積の場合はその旨伝える必要がある｡ これ

により, 仕入先の情報が設計に伝えられることとなる｡ また, �.�で述べた, 部品共通化等の
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２) ���は, 溶接 (�������), 塗装 (�����), 組立 (����������) の略である｡
３) 加工費については, ｢絶対値原価企画｣ 導入後に部品別配分がなされるようになった｡



提案というインタラクションについても, そのような提案をしたほうが自らの役割を果たすの

がたやすくなるため, 促進されると推察される｡

このように, 起業家的ギャップが生じるような業績責任の設定がなされていることがわかっ

た｡ しかし, �.�で述べたように, 他部門への働きかけが促進されても, その部門が支援要請
に応えなければ意味を成さない｡ 他者へのコミットメントを生み出す ｢責任共有｣ にとって重

要な ｢目標共有｣ の機能を, 目標原価が有している旨は�.�で述べたが, トヨタにおいてもプ
ロジェクト全体の目標として与えられている目標利益ないしそれを実現する原価低減額が ｢目

標共有｣ につながっているといえよう｡ また, プロジェクト全体の目標である目標利益達成の

責任を各部門が重複して担う形で業績責任が設計されていることを ｢起業家的ギャップ｣ の仕

組みとして確認したが, トヨタでは, その業績責任を果たした場合にその部門のみが報われる

という報酬システムにはなっていない｡ このことにより, 他者が受け取る報酬に憤りを感じ,

他部門の支援に抵抗する (�����������) ということが生じずにすんでいると考えられる｡
次に, 間接費の配賦についてであるが, 田中 (����, �����‒��) は, 差額見積の意義につ

いて述べた箇所で, ｢原価企画は設計を中心とした活動であり, その成果は, 設計活動によっ

て低減された原価によって測定される｡ したがって, それ以外の要因による原価の変化, 例え

ば賃率, 部門間接費の変動などは, 原価企画において排除する必要がある｡ …設計変更, 台数

変動に起因する原価の変動のみが把握され, それ以外の原価変動は除外される｡｣ と述べてお

り, 原価企画目標に間接費の配賦が含まれていないことが示されている｡

目標原価のタイトネスに関しては, 現在, 許容原価に近い水準の厳しい目標が用いられてい

るという｡ 但し, それにより部門間インタラクションへの効果があったか否かについては, 現

段階のヒアリング対象が原価改善部管理者に限られていることもあり, 確認できなかった｡ ま

た, インタラクティブ・ネットワーク形成の仕組みとしてあげられていた, 振替価格の設定に

関しては, トヨタ社内の原価企画においては用いられていないと考えられる｡

4.2 1998年における原価企画に関する管理会計システムの変更

4.2.1 変更の概要

トヨタ自動車では, ����年, カローラの原価企画に際して展開された��活動４) において,

目標原価の設定方法を, 従来の ｢差額方式｣ から ｢絶対値方式｣ (岡野, ����) ないし ｢絶対

値原価企画｣ と呼ばれる方式へと変更を行った｡

従来の原価企画は, �.�で述べたように, 設計変更を行う部品のみが対象とされ, 対象とす
る費目は, 設計活動にかかわる部分のみであった｡ また, 配分される原価企画目標は, 見積原

価に対する原価低減目標額として示されていた｡ それに対し, ｢絶対値原価企画｣ においては,
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４) カローラの製品企画統括コードは��, �は製品企画統括, �がカローラを意味する｡ ��はカロ
ーラの�������の略である (挽, ����)｡



第一に, 流用部品も含めた全部品が対象となった｡ 第二に, 以前は, 企画原価の量産後の達成

状況についての分析はほとんど行われていなかったが, 絶対値原価企画以降は, 工程別・部品

別に実績フォローが行われるようになった｡ 第三に, 加工費は原単位のみが対象だったものが

レートも対象となり, さらに, 部門軸で原価低減活動を行っていた厚生費, 管理費などの費目

も対象に含まれるようになった｡ 第四に, 原価企画目標は, 絶対値として示されるようになっ

た｡ つまり, 以前は, ｢ある部品の見積原価���円に対し, ��円低減する｣ という形の目標であ
ったのが, ｢ある部品の原価は��円に収める｣ という形の目標へと変更がなされた｡
4.2.2 変更の経緯

このような原価企画における管理会計システムの変更は, ����年代後半から��年代における
競争環境の変化に起因する｡

第一の要因として, 国際競争におけるコスト削減の重要性の増加が挙げられる｡ ｢����年代
以来の円高, 日本企業の生産性上昇率鈍化, 日本企業のアメリカ工場や日米企業提携を通じた

アメリカ企業への経営資源の移転, そしてアメリカ企業自体の学習・改善努力｣ (藤本, ����,�����) により, ����年代後半から����年代前半にかけて, アメリカ自動車企業は, 製造コス
ト等, いくつかの重要なファクターで日本車との差を詰めてきた (藤本, ����)｡ そのため,
日本の自動車メーカーは更なるコスト低減努力が必要となった｡

しかし, 更なるコスト低減を行うための方法としては, 様々な選択肢が存在すると考えられ

る｡ そのなかから, 対象費目・部品の拡大や目標の絶対値化という策を採用し重点的に取り組

んだ理由としては, ����年代末の急激な海外生産の拡大が契機として存在したようである｡
藤本・武石 (����, ���) は, ����年代前半の日本の自動車産業の状況について, 次のよう

に述べている｡ ｢����年代後半から概ね継続的に量的成長を達成してきたわが国自動車産業は,����年代初頭には国内生産台数約����万台でアメリカを上回る世界最大の自動車生産国となり,
その後もバブル経済による国内市場拡大に助けられ, ����年には生産台数����万台強 (国内需
要約���万台) に達した｡ しかし, これをピークに国内需要, 生産台数共に減少に転じ, ����
年には国内生産が����万台を割る水準まで逆戻りしている｣｡ そのため, 海外に需要を求める
必要が生じた｡ 挽 (����) は, ����年代後半に入り, 海外生産台数と海外生産比率が急速に高
くなってきたことを, 『トヨタの概況����年』 のデータをもとに分析している５)｡

生産及び調達の分野でのグローバル化の流れの中で, 自社工場は仕事量を確保するべく, 国

内外のサプライヤーとの競争に打ち勝つための原価低減活動に力を入れる必要性を認識した｡

部品の内外製に関しては, その部品の生産を可能にする技術の有無という観点に加え, 品質・

コスト・納期などの要因によって意思決定がなされる｡ コスト面において, 仕入先との競争に
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５) トヨタと��のジョイントベンチャーである�����において, ����年立ち上がりのカローラの
開発に原価企画が実施されたのに端を発し, 原価企画の海外展開も進展していった (岡野, ����)｡



打ち勝つためには, 仕入先の販売価格より自社生産による部品原価を低くする必要があった｡

その活動を効果的に行うためには, 自社工場にとって管理不能な原価も含まれ, かつ, 絶対値

の形で示される総原価を, サプライヤーの販売価格と比較する必要があったのである｡ それゆ

え, ��年代末に総原価をもとに管理を行う ｢総額管理｣ という方式が, 量産開始後の工場に導
入された｡ そして, 工場で始まった総額管理が, 後に量産段階以前の原価企画へと活動が遡っ

たとのことである｡

以上が, 国内での絶対値原価企画への変更の経緯であるが, 製品開発・原価企画を移転した

アメリカにおいても, 同様の動きが見られたという｡ アメリカの場合は国の大きさが日本とは

桁違いで, また, ��年代末時点では西海岸で生産するために東部から部品調達を行うこともあ
ったため, 日本ではあまり問題にならなかった物流費６) が大きな負担となった｡ それを契機と

して, 従来の考え方にとらわれずに費目を拡大しようという意識が高まり, ｢聖域なき原価低

減活動｣ が展開された｡

4.2.3 変更による効果・問題点

絶対値原価企画への変更において, 部門間インタラクションを促進する管理会計システムに

どのような変化が見られ, どのような効果が生じたのだろうか｡

第一に, 量産後に目標原価達成状況をフォローするようになったことにより, 生産と設計の

部門間インタラクションが促進された｡ 生産部門は, 絶対値原価企画以降, 量産段階での目標

原価の達成責任を担うようになった｡ それゆえ, 生産現場の状況と照らし合わせた上で, 原価

企画において設定される目標原価の妥当性に関して意見を言うようになったという｡

第二に, 部品別原価に総原価を集計し, サプライヤーの部品価格と比較しやすい仕組みにし

たことにより, 共有する目標が有意味性の高いものになったと考えられる｡ 従来の原価企画に

おいては, 市場の状況をもとに設定した販売価格から必要な利益を差し引いて算出した台あた

り目標原価を, 機能別・部品別へと配分していく方法であった｡ それゆえ, 最初の販売価格設

定の際には市場情報が用いられているものの, 部品別の原価低減目標を配分された設計者にと

っては, 単に ｢達成困難な目標｣ としてしか捉えられなかった可能性がある｡ それに対し, 絶

対値原価企画以降, 部品レベルにおいても, サプライヤーの部品価格との比較をしうる形にな

ったことにより, ｢市場競争に打ち勝つための目標｣ という意味が明確化され, 設計者その他

協力部門にとって意味のある目標として捉えられ, 部門間インタラクションにプラスに働くよ

うになった可能性がある７)｡ 但し, 目に見える効果として, 絶対値原価企画以降, 内製部品が

大幅に増加したというような効果は得られていない｡ このことは何を意味するのか, 即ち, コ
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６) 日本では, 物流費が少額であった上に, 購入部品価格に含まれていた｡

７) 目標達成のアイデア創出のような創造性を要するタスクに必要な内発的動機付けを高めるのには有

意味な目標の設定が有効であるという実証結果が得られている｡ この点のサーベイについては, 諸藤

(����) などを参照されたい｡



スト低減面では効果があったものの, 内外製を決めるにあたっては, �.�.�で述べたように,
コスト面以外にも様々な考慮要因が存在するため内製が増えなかったのか, 或いは, コスト低

減面でも効果が得られていないのか｡ この点については更に調べていく必要があるだろう｡

第三に, 間接費をはじめとする管理不能な原価をも目標原価に含めたことによる問題点であ

る｡ ������(����) は, ｢起業家的ギャップの創造｣ や間接費の配賦が部門間インタラクショ
ン促進の効果を有することを指摘している一方で, 権限の範囲と責任の範囲のギャップを広く

しすぎると, フラストレーションや失敗の恐れを生んでしまうと述べている｡ また, 管理不能

な事象によって影響される業績尺度による業績測定により, もし個々人が評価が公平でないと

感じるなら, ゲーム・プレイング, 動機の喪失, 従業員の離職といったデメリットが存在する

のはしばしば論じられることである (�����������������)｡ 挽 (����, �����) は, トヨタ
の��活動において, ｢原価企画を, 聖域を越えた機能横断的な全社的な取り組みとしたこと
により, 多少責任分担が不明確になった部分もある｣ と指摘している｡ トヨタにおいては, こ

の問題を解決し, かつ, 目標原価を総原価として他社の価格との比較を可能にするというメリ

ットを維持する策として, プロジェクト内で管理できない費用に関しては, プロジェクト開始

時に一旦予定配賦額を計算したら, 当該プロジェクトが終わるまではその金額で計算するとい

う方式を採用したという｡

５. まとめと今後の課題

本稿では, 原価企画における部門間インタラクションを促進する管理会計システムに関して

考察するため, まず既存研究をサーベイし, ｢インタラクティブ・ネットワークや責任共有を

形成するシステム設計｣ という視点の必要性を指摘し, それに基づき, トヨタの原価企画の事

例を用いて分析を行った｡ トヨタにおいては, ����年に原価企画に関わるシステムの大幅な変
更を行ったことから, 変更以前と以後で, 部門間インタラクションを促進する仕組みがどのよ

うに変わり, どのような効果をもたらしたかという点につき, 経時的分析を行った｡ その結果

として, ����年以前から, 起業家的ギャップの創造や目標共有など, インタラクティブ・ネッ
トワークや責任共有を形成する仕組みは存在し, それにより一定の効果が得られていたこと,

新たなシステムにおいては, 起業家的ギャップの適用部門の拡大, 共有目標の有意味性の強化

という改善が見られる一方で, 責任の不明確化という新たな問題が生じ対策が練られたこと,

などが明らかになった｡

今後の課題としては, まず, 本稿では, 既存文献と原価改善部管理者へのヒアリング調査に

基づき記述を行っているため, 原価企画システム設計の意図や原価改善部から見た他部門の動

きに関しては明らかになったものの, 原価企画に携わる各部門の人々が, 実際に, 業績責任や

それに関わる管理会計情報をどのように捉え, どのような行動に動機付けられているのかとい
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う点について, 今後調査していく必要があると考える｡

また, 企業間関係に分析対象を広げた場合, ������(����) の振替価格の議論と類似した
形で, サプライヤーから仕入れる際の部品価格やディーラーに売り渡す際の本体価格の設定の

仕方がインタラクティブ・ネットワーク形成に影響を及ぼすと考えられる｡ その点についても

分析していきたいと考える｡
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